
改 正 後 改 正 前

別表１ 別表１

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） １ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係）

添 付 す べ き 添 付 す べ き
譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考 譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考

証 明 書 類 証 明 書 類

③ ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・ ③ ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・

・・・(上記①～② ・・・・ ・・ ・・・ ・・・(上記①～② ・・・・ ・・ ・・・

に掲げる譲渡又は に掲げる譲渡に該

都市再開発法によ 当するものを除く｡)

る市街地再開発事

業の施行者である

同法第50条の２第

３項に規定する再

開発会社に対する

当該再開発会社の

株主又は社員であ

る個人の有する土

地等の譲渡に該当

するものを除く｡)

④ ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・ ④ ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・

・・・(上記①～③ ・・・・ ・・ ・・・ ・・・(上記①～③ ・・・・ ・・ ・・・

に掲げる譲渡又は に掲げる譲渡に該

当するものを除く｡)都市再開発法によ

る市街地再開発事

業の施行者である

同法第50条の２第

－１５－



改 正 後 改 正 前

添 付 す べ き 添 付 す べ き
譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考 譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考

証 明 書 類 証 明 書 類

するものを除く｡)

⑤ マンションの建 当該土地等 土地等 措置法31 （新設）

替えの円滑化等に をマンション の買取 条の２

関する法律（以下 の建替法第15 りをす ２項５号

｢マンション建替法｣ 条第１項若し るマン 措置法規

という｡)(平成14年 くは第64条第 ション 則13条の

法律第78号)第15条 １項の請求又 建替事 ３ １項

第１項若しくは第 は同法第56条 業の施 ５号

３項に規定する再

開発会社に対する

当該再開発会社の

株主又は社員であ

る個人の有する土

地等の譲渡に該当

64条第１項の請求 第１項の申出 行者

又は同法第56条第 に基づき当該

１項の申出に基づ 土地等を当該

く同法第２条第４ 事業の用に供

号に規定するマン するために買

ション建替事業の い取った旨を

同条第５号に規定 証する書類

する施行者に対す

る土地等の譲渡で､

当該譲渡に係る土

地等が当該事業の

用に供されるもの

－１６－



⑥ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・ ⑤ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・

・・(上記⑤、下記 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ※2 ・・・・・・ ・・(下記⑦、７の２ (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ※2 ・・・・・・

⑧、８の２又は⑩～ ２項６号 又は⑨～⑫に掲げ ２項５号

⑬に掲げる譲渡に 措置法令 る譲渡に該当する 措置法令

該当するものを除 20条の２ ものを除く｡) 20条の２

く｡) ４項・ ３項・

５項・６ ４項・５

項 項

措置法規 措置法規

則13条の 則13条の

３ １項 ３ １項

６号・３ ５号・３

項 項

⑦ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※ ・・・・・・ ⑥ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※ ・・・・・・

・・(上記⑤、⑥、 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・ ・・(上記⑤、⑦、 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・

下記⑧、８の２又は ２項７号 ７の２又は⑨～⑫に ２項６号

⑩～⑬に掲げる譲 措置法令 掲げる譲渡に該当 措置法令

渡に該当するもの 20条の２ するものを除く｡) 20条の２

を除く｡) ７項 ６項

措置法規 措置法規

則13条の 則13条の

３ １項 ３ １項

７号・４ ６号・４

項 項

⑧ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※１・・・・・・ ⑦ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※１・・・・・・

・・・・・（・・ (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・ ・・・・・（・・ (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・

・・一団の宅地の (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項８号 ※２・・・・・・ ・・一団の宅地の (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項７号 ※２・・・・・・

造成が土地区画整 (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 ・・・・・ 造成が土地区画整 (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 ・・・・・

理事業として行わ 20条の２ ※３・・・・・・ 理事業として行わ 20条の２ ※３・・・・・・

れる場合には、下 ８項 ・・・・・ れる場合には、下 ７項 ・・・・・

記８の２を参照のこ 措置法規 ※４・・・・・・ 記７の２を参照のこ 措置法規 ※４・・・・・・

－１７－



改 正 後 改 正 前

添 付 す べ き 添 付 す べ き
譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考 譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考

証 明 書 類 証 明 書 類

と｡) 則13条の ・・・・・ と｡) 則13条の ・・・・・

３ １項 ３ １項

８号・５ ７号・５

項 項

８の２ 上記⑧の一団 (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ７の２ 上記⑦の一団 (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31

の宅地の造成が土 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ の宅地の造成が土 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２

地区画整理法第４ (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項８号 地区画整理法第４ (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項７号

条第１項又は・・ 措置法令 条第１項又は・・ 措置法令

・・・・・ 20条の２ ・・・・・ 20条の２

(ｲ) ・・・・・ ８項 (ｲ) ・・・・・ ７項

(ﾛ) ・・・・・ 措置法規 (ﾛ) ・・・・・ 措置法規

(ﾊ) ・・・・・ 則13条の (ﾊ) ・・・・・ 則13条の

３ １項 ３ １項

８号 ７号

⑨ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・ ⑧ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・

・・（上記①、② (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・ ・・（上記①、② (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・

又は⑧に掲げる譲 (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項９号 ※2 ・・・・・・ 又は⑦に掲げる譲 (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項８号 ※2 ・・・・・・

渡に該当するもの (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 ・・・・・ 渡に該当するもの (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 ・・・・・

を除く｡) (ﾎ) ・・・・ ・・・ 20条の２ ※3 ・・・・・・ を除く｡) (ﾎ) ・・・・ ・・・ 20条の２ ※3 ・・・・・・

(ﾍ) ・・・・ ・・・ ９項 ・・・・・ (ﾍ) ・・・・ ・・・ ８項 ・・・・・

(ﾄ) ・・・・ ・・・ 措置法規 (ﾄ) ・・・・ ・・・ 措置法規

則13条の 則13条の

３ １項 ３ １項

９号・２項 ８号・２項

⑩ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※ ・・・・・・ ⑨ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※ ・・・・・・

－１８－



・・（上記⑧に掲 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・ ・・（上記⑦に掲 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・

げる譲渡に該当す (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項10号 げる譲渡に該当す (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項９号

るものを除く｡) 措置法令 るものを除く｡) 措置法令

(ｲ) ・・・・・・ 20条の２ (ｲ) ・・・・・・ 20条の２

(ﾛ) ・・・・・・ 10項 (ﾛ) ・・・・・・ ９項

措置法規 措置法規

則13条の 則13条の

３ １項 ３ １項

10号 ９号

⑪ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・ ⑩ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・

・・（上記８の２に (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・ ・・（上記７の２に (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・

掲げる譲渡に該当 (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項11号 ※2 上記⑧の※４ 掲げる譲渡に該当 (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項10号 ※2 上記⑦の※４

するものを除き、 (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 と同様である。 するものを除き、 (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 と同様である。

一団の宅地の造成 20条の２ ※3 ・・・・・・ 一団の宅地の造成 20条の２ ※3 ・・・・・・

が土地区画整理法 11項・ ・・・・・ が土地区画整理法 10項・ ・・・・・

による土地区画整 12項 ※4 ・・・・・・ による土地区画整 11項 ※4 ・・・・・・

理事業として行わ 措置法規 ・・・・・ 理事業として行わ 措置法規 ・・・・・

れる場合には、下 則13条の れる場合には、下 則13条の

記 11の２を参照のこ ３ １項 記 10の２を参照のこ ３ １項

と｡) 11号・２ と｡) 10号・２

(ｲ) ・・・・・・ 項 (ｲ) ・・・・・・ 項

(ﾛ) ・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・・

(ﾊ) ・・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・

11の２ 上記⑪の住宅 (ｲ) 上記⑪の ・・・ 措置法31 10の２ 上記⑩の住宅 (ｲ) 上記⑩の ・・・ 措置法31

建設の用に供され (ｲ)の書類 条の２ 建設の用に供され (ｲ)の書類 条の２

る一団の宅地の造 (ﾛ) 上記⑪の ・・・ ２項11号 る一団の宅地の造 (ﾛ) 上記⑩の ・・・ ２項10号

成が・・・・・・ (ﾛ)の書類 措置法令 成が・・・・・・ (ﾛ)の書類 措置法令

・・・・・ (ﾊ) 上記⑪の ・・・ 20条の２ ・・・・・ (ﾊ) 上記⑩の ・・・ 20条の２

(ｲ) ・・・・・・ (ﾊ)の内容に 11項・ (ｲ) ・・・・・・ (ﾊ)の内容に 10項・

(ﾛ) ・・・・・・ 加えて、当 12項 (ﾛ) ・・・・・・ 加えて、当 11項

該一団の宅 措置法規 該一団の宅 措置法規

－１９－



改 正 後 改 正 前

添 付 す べ き 添 付 す べ き
譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考 譲 渡 の 区 分 発行者 根拠条項 備 考

証 明 書 類 証 明 書 類

地が・・・ 則13条の 地が・・・ 則13条の

(ﾆ) ・・・・ ・・・ ３ １項 (ﾆ) ・・・・ ・・・ ３ １項

11号 10号

⑫ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・ ⑪ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※1 ・・・・・・

(上記⑤、⑧、８の２、 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・ （上記⑦、７の２、 (ﾛ) ・・・・ ・・・ 条の２ ・・・・・

⑩～ 11の２に掲げる (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項12号 ※2 上記⑧の※４ ⑨～ 10の２に掲げる (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項11号 ※2 上記⑦の※４

譲渡に該当するも (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 と同様である。 譲渡に該当するも (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 と同様である。

のを除く｡) 20条の２ ※3 ・・・・・・ のを除く｡) 20条の２ ※3 ・・・・・・

(ｲ) ・・・・・ 13項・ ・・・・・ (ｲ) ・・・・・ 12項・ ・・・・・

(ﾛ) ・・・・・ 14項 ※4 ・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・ 13項 ※4 ・・・・・・

(ﾊ) ・・・・・ 措置法規 ・・・・・ (ﾊ) ・・・・・ 措置法規 ・・・・・

(ﾆ) ・・・・・ 則13条の (ﾆ) ・・・・・ 則13条の

３ １項 ３ １項

12号・２ 11号・２

項・６項 項・６項

⑬ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※ ｢個人｣又は｢法 ⑫ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・ ・・・ 措置法31 ※ ｢個人｣又は｢法

・・又は中高層の (ﾛ) ・・・・ ・・ 条の２ 人」は、上記⑫ ・・又は中高層の (ﾛ) ・・・・ ・・ 条の２ 人」は、上記⑪

耐火共同住宅の用 (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項13号 の※１又は※２ 耐火共同住宅の用 (ﾊ) ・・・・ ・・・ ２項12号 の※１又は※２

に供されるもの(上 (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 と同様である。 に供されるもの(上 (ﾆ) ・・・・ ・・・ 措置法令 と同様である。

記⑤、⑧、８の２、 20条の２ 記⑦、７の２、⑨～ 20条の２

⑩～⑫に掲げる譲 15項 ⑪に掲げる譲渡に 14項

渡に該当するもの 措置法規 該当するものを除 措置法規

を除く｡) 則13条の く｡) 則13条の

(ｲ) ・・ ３ １項 (ｲ) ・・ ３ １項

Ａ ・・・・・ 13号 Ａ ・・・・・ 12号

Ｂ ・・・・・ Ｂ ・・・・・

－２０－



(ﾛ) ・・・・・ (ﾛ) ・・・・・

Ａ ・・・・・。 Ａ ・・・・・。

Ｂ 上記⑫の(ﾛ)の Ｂ 上記⑪の(ﾛ)の

Ｂ～Ｅの要件を Ｂ～Ｅの要件を

満たすものであ 満たすものであ

ること。 ること。

(ﾊ) ・・・・・ (ﾊ) ・・・・・

２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡（措置法第31条の２第３項関係） ２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡（措置法第31条の２第３項関係）

確定優良住宅地等予定地の対象となる譲渡 確定優良住宅地等予定地の対象となる譲渡

区 分 添付すべき証明書類 発行者 備 考 区 分 添付すべき証明書類 発行者 備 考

① ・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ※ ・・・・ ① ・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ※ ・・・・

・・表の１の Ａ ・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・表の１の Ａ ・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・

⑧、⑩、⑪又 Ｂ ・・・・・・・・・・ ・・・・・ ⑦、⑨、⑩又 Ｂ ・・・・・・・・・・ ・・・・・

は⑫に掲げる (ﾛ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ は⑪に掲げる (ﾛ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

譲渡に該当す Ａ ・・・・・・・・・・ 譲渡に該当す Ａ ・・・・・・・・・・

ることとなる Ｂ ・・・・・・表の１の ることとなる Ｂ ・・・・・・表の１の

ことが確実と ⑧、⑩若しくは⑪の造成 ことが確実と ⑦、⑨若しくは⑩の造成

認められるも 又は⑫の建設に該当する 認められるも 又は⑪の建設に該当する

の こととなると見込まれる の こととなると見込まれる

こと。 こと。

(ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

(ﾆ) 当該買い取った土地等を ・・ (ﾆ) 当該買い取った土地等を ・・

特例期間内に、表の１の⑧、 特例期間内に、表の１の⑦、

⑩若しくは⑪の一団の宅地 ⑨若しくは⑩の一団の宅地

又は⑫の一団の住宅若しく 又は⑪の一団の住宅若しく

は・・・・・・・ は・・・・・・・

② 特例期間内に (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ※ ・・・・ ② 特例期間内に (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ※ ・・・・
・・・・表の１の８の２ Ａ ・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・ 表の１の７の２ Ａ ・・・・・・・・・・ ・・・・・

－２１－



改 正 後 改 正 前

区 分 添付すべき証明書類 発行者 備 考 区 分 添付すべき証明書類 発行者 備 考

又は 11の２、掲 Ｂ ・・・・・・・・・・ ・・・・・ 又は 10の２、掲 Ｂ ・・・・・・・・・・ ・・・・・

げる譲渡に該 (ﾛ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ げる譲渡に該 (ﾛ) ・・・・・・・・・・・

当することと Ａ ・・・・・・・・・・ 当することと Ａ ・・・・・・・・・・

なることが確 Ｂ 一団の宅地の造成が表 なることが確 Ｂ 一団の宅地の造成が表 ・・・・・

実と認められ の１の８の２又は 11の２の造 実と認められ の１の７の２又は 10の２の造 ・・

るもの 成に該当することとなる るもの 成に該当することとなる

と見込まれること。 と見込まれること。

(ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

(ﾆ) 当該買い取った土地等を ・・ (ﾆ) 当該買い取った土地等を ・・

特例期間内に、表の１の８の２ 特例期間内に、表の１の７の２

又は 11の２の一団の宅地の用 又は 10の２の一団の宅地の用

に供することを約する書類 に供することを約する書類

③ 特例期間内 (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ③ 特例期間内 (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

に表の１の⑨ (ﾛ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ に表の１の⑧ (ﾛ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

に掲げる譲渡 (ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ に掲げる譲渡 (ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

に該当する・ (ﾆ) 当該買い取った土地等を ・・ に該当する・ (ﾆ) 当該買い取った土地等を ・・

・・・・・ 特定期間内に、表の１の⑨ ・・・・・ 特定期間内に、表の１の⑧

の一団の宅地の用に供する の一団の宅地の用に供する

ことを約する書類 ことを約する書類

④ 特例期間内 (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ④ 特例期間内 (ｲ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

に表の１の⑬ (ﾛ) 当該買い取った土地等を ・・ に表の１の⑫ (ﾛ) 当該買い取った土地等を ・・

に掲げる譲渡 特例期間内に、表の１の⑬ に掲げる譲渡 特例期間内に、表の１の⑫

に該当する・ の住宅又は・・・・・・ に該当する・ の住宅又は・・・・・・

・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・

－２２－



特例期間の延長が認められる場合 特例期間の延長が認められる場合

特例期間の延長が 特例期間の延長が
区 分 特例期間の延長期間 延長承認の手続 区 分 特例期間の延長期間 延長承認の手続

認められる事情 認められる事情

表 ① 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ① 表の１の ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の ⑧の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・ の ⑦の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・

１ 関する事業 (ﾛ) ・・・・・ １ 関する事業 (ﾛ) ・・・・・

の のうち、・ の のうち、・

⑧ ・・・・ ⑦ ・・・・

の の

譲 ② ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・ 譲 ② ・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・・・・

渡 ・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ 渡 ・・・ ・・・・・ ・・・・・・・

・ ・

・ ③ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・ ③ 表の１の ・・・・・・・ ・・・・・・・・

・ ⑧の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・ ⑦の造成に ・・・・・ ・・・・・・・

・ 関する事業 ・ 関する事業

・ で、・・・ ・ で、・・・

表 ④ 表の１の ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ④ 表の１の ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の ８の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の ７の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ に関する事 (ｲ) ・・・・・ １ に関する事 (ｲ) ・・・・・

の 業のうち、 (ﾛ) ・・・・・ の 業のうち、 (ﾛ) ・・・・・

・・・・ ・・・・

８ ７

の ⑤ ・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ の ⑤ ・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・・・・

２ ・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ ２ ・・・ ・・・・・ ・・・・・・・

の ⑥ 表の１の ・・・・・・・ ・・・・・・・・ の ⑥ 表の１の ・・・・・・・ ・・・・・・・・

譲 ８の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・ 譲 ７の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・

渡 に関する事 渡 に関する事

・ 業で、・・ ・ 業で、・・

・ ・・・ ・ ・・・

表 ⑦ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ⑦ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

－２３－



改 正 後 改 正 前

特例期間の延長が 特例期間の延長が
区 分 特例期間の延長期間 延長承認の手続 区 分 特例期間の延長期間 延長承認の手続

認められる事情 認められる事情

の ⑨の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の ⑧の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ 関する事業 (ｲ) ・・・・・ １ 関する事業 (ｲ) ・・・・・

の (ﾛ) ・・・・・ の (ﾛ) ・・・・・

⑨ ⑧ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・ ⑧ ⑧ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・

の ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ の ・・・ ・・・・・ ・・・・・・・

譲 譲

渡 ⑨ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ 渡 ⑨ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・

・ ⑨の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・ ⑧の造成に ・・・・・ ・・・・・・・

・ 関する事業 ・ 関する事業

・ で、・・・ ・ で、・・・

表 ⑩ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ⑩ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の ⑩の造成に ・・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の ⑨の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ 関する事業 (ｲ) ・・・・・ １ 関する事業 (ｲ) ・・・・・

の のうち、・ (ﾛ) ・・・・・ の のうち、・ (ﾛ) ・・・・・

⑩ ・・・・ ⑨ ・・・・

の の

譲 ⑪ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・ 譲 ⑪ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・

渡 ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ 渡 ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・

・ ・

・ ⑫ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・ ⑫ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・

・ ⑩の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・ ⑨の造成に ・・・・・ ・・・・・・・

関する事業 関する事業

で、・・・ で、・・・

表 ⑬ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ⑬ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の ⑪の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の ⑩の造成に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ 関する事業 (ｲ) ・・・・・ １ 関する事業 (ｲ) ・・・・・

－２４－



の (ﾛ) ・・・・・ の (ﾛ) ・・・・・

⑪ ⑩

の の

・ ・

・ ・

表 ⑭ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ⑭ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の 11の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の 10の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ に関する事 (ｲ) ・・・・・ １ に関する事 (ｲ) ・・・・・

の 業のうち、 (ﾛ) ・・・・・ の 業のうち、 (ﾛ) ・・・・・

・・・・ ・・・・

11 10

の ⑮ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・ の ⑮ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・

２ ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ ２ ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・

の ⑯ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ の ⑯ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・

譲 11の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・ 譲 10の２の造成 ・・・・・ ・・・・・・・

渡 に関する事 渡 に関する事

・ 業で、・・ ・ 業で、・・

・ ・・・ ・ ・・・

表 ⑰ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ⑰ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の ⑫の建設に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の ⑪の建設に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ 関する事業 (ｲ) ・・・・・ １ 関する事業 (ｲ) ・・・・・

の のうち、・ (ﾛ) ・・・・・ の のうち、・ (ﾛ) ・・・・・

⑫ ・・・・ ⑪ ・・・・

の の

譲 ⑱ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・ 譲 ⑱ ・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・

渡 ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ 渡 ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・

・ ・

・ ⑲ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・ ⑲ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・

・ ⑫の建設に ・・・・・ ・・・・・ ・ ⑪の建設に ・・・・・ ・・・・・

・ 関する事業 ・ 関する事業

－２５－



改 正 後 改 正 前

特例期間の延長が 特例期間の延長が
区 分 特例期間の延長期間 延長承認の手続 区 分 特例期間の延長期間 延長承認の手続

認められる事情 認められる事情

で、・・・ で、・・・

表 ⑳ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・ 表 ⑳ 表の１の ・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・

の ⑬の建設に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ の ⑫の建設に ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・

１ 関する事業 (ｲ) ・・・・・ １ 関する事業 (ｲ) ・・・・・

の (ﾛ) ・・・・・ の (ﾛ) ・・・・・

⑬ ⑫

の の

譲 譲

渡 渡

・ ・

・ ・

別表２ 別表２

収用証明書の区分一覧表 収用証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

① 土地収用法の規定に基 ・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※1 都市再 ① 土地収用法の規定に基 ・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※1 ・・・

づいて収用された場合(※ 開発法に づいて収用された場合(※ ・・・。

1) よる第二 1) ※2 ・・・

種市街地 ・・・。

再開発事

業(その施

－２６－



行者が同

法第50条

の２に規

定する再

開発会社

であるも

のに限る｡)

の施行に

伴い、同

法第50条

の２第３

② 土地収用法に規定され ・・・・・・ ・・ ・・ 項に規定 ② 土地収用法に規定され ・・・・・・ ・・ ・・

た収用委員会の勧告に基 する再開 た収用委員会の勧告に基

づく和解により買い取ら 発会社の づく和解により買い取ら

れた場合(※1) 株主若し れた場合(※1)

くは社員

である者

が有する

資産又は

当該資産

に関して

有する所

有権以外

の権利が

収用され、

買い取ら

れ、又は

消滅し、

補償金又

は対価を

取得する

場合を除

く｡

－２７－



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

事業の

内容を問

わない。

・・・・

・・。

※2 ・・・

・・・。

・ ・ ・ ・

・ ・ （廃止） ・ ・ ⑬ 地方公共団体 同上 同上 同上

・ ・ ・ ・ 又は新エネルギ

・ ・ ・ ・ ー・産業技術総

・ ・ ・ ・ 合開発機構が臨

・ ・ ・ ・ 時石炭鉱害復旧

・ ・ ・ ・ 法によって行う

・ ・ ・ ・ 客土事業又は復

・ ・ 旧工事の施行に

・ ・ 伴い設置する用

・ ・ 排水機若しくは

地下水源の利用

に関する設備（

第６号の２)

⑬ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※1 ・・・ ⑭ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※1 ・・・

・・・・・ ・・・ ・・・・・ ・・・

※2 ・・・ ※2 ・・・

・・・ ・・・

－２８－



⑭ 港湾法による ・・ ・・ ・・ ⑮ 港湾法による ・・ ・・ ・・

港湾施設又は漁 港湾施設又は漁

港漁場整備法に 港法による漁港

よる漁港施設（ 施設(第10号)

第10号)

⑮ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ⑯ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・

・・・・・ ・・・・・

⑯ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ⑰ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・

・・・・・ ・・・・・

⑰ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ⑱ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・

・・・・・・ ・・・・・

⑱ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※ ・・・ ⑲ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※ ・・・

・・・・・ ・・・ ・・・・・ ・・・

19の２⑲ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ・・・・・ ・・ ・・ ・・

・・・・ ・・・・

・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※ 離島と ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※ 離島と

・・・・ は、・・ ・・・・ は、・・

・・・。 ・・・。

・・・ ・・・

・・・ ・・・

沖縄振 沖縄振

興特別措 興開発特

置法第３ 別措置法

条第３号 第２条第

((定義)) ２項((定

に規定す 義))に規

－２９－



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

る離島 定する離

島

・・・ ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・

次に掲げるも ・・ ・・ ・・ ※ ・・・ 次に掲げるも ・・ ・・ ・・ ※ ・・・

ののための施設 ・・・ ののための施設 ・・・

(第21号の一部) (第21号の一部)

(ｲ) ・・・・・ (ｲ) ・・・・・

(ﾛ) ・・・・・ (ﾛ) ・・・・・

(ﾊ) ・・・・・ (ﾊ) ・・・・・

(ﾆ) 国又は地方 (ﾆ) 国又は地方

公共団体の設 公共団体の設

置に係る看護 置に係る看護

師養成所及び 婦養成所及び

准看護師養成 准看護婦養成

所 所

地方公共団体 ・・ ・・ ・・ 地方公共団体 ・・ ・・ ・・

の設置に係ると の設置に係ると

畜場法（昭和28 畜場法によると

年法律第114号) 畜場又はへい獣

によると畜場又 処理場等に関す

－３０－



は化製場等に関 る法律によるへ

する法律(昭和23 い獣処理場（第

年法律第140号) 26号の一部）

による化製場若

しくは死亡獣蓄

取扱場(第26号の

一部)

地方公共団体 ・・ ・・ ・・ ※ 廃棄物 地方公共団体 ・・ ・・ ・・ ※ 公衆便

が設置する廃棄 の処理及 が設置する廃棄 所は含ま

物の処理及び清 び清掃に 物の処理及び清 れない。

掃に関する法律 関する法 掃に関する法律

(昭 和 4 5年 法 律 律第15条 による一般廃棄

第137号)による の５第１ 物処理施設、産

一般廃棄物処理 項に規定 業廃棄物処理施

施設、産業廃棄 する廃棄 設その他の廃棄

物処理施設その 物処理セ 物の処理施設(廃

他の廃棄物の処 ンターが 棄物の処分に係

理施設(廃棄物の 設置する るものに限る｡)

の処分（再生を 施設及び (※)(第27号の一

含む｡)に係るも 地方公共 部)

のに限る｡)(※) 団体が設

(第27号の一部) 置する公

衆便所は

含まれな

い。

－３１－



改 正 後 改 正 前

別表４ 別表４

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

③ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ ・・・ ③ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ ・・・

・・・、平成６年 (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ・・・、平成６年 (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・

１月１日から平成 １月１日から平成

15年12月31日まで 12年12月31日まで

の間に、・・・・ の間に、・・・・

・・・ ・・・

(ｲ) ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・

(ﾛ) ・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・・

(ﾊ) ・・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・

(ﾆ) ・・・・・・ (ﾆ) ・・・・・・

(ﾎ) ・・・・・・ (ﾎ) ・・・・・・

(ﾍ) ・・・・・・ (ﾍ) ・・・・・・

３の２ ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ ・・・ ３の２ ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ ・・・

・・・、平成６年 (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ・・・、平成６年 (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・

１月１日から平成 (ﾊ) ・・・・・・・ ・・・ １月１日から平成 (ﾊ) ・・・・・・・ ・・・

15年12月31日まで 12年12月31日まで

の間に、・・・・ の間に、・・・・

・・・ ・・・

(ｲ) ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・

(ﾛ) ・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・・

(ﾊ) ・・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・

３の３ ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ３の３ ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・

・・・、平成６年 (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・、平成６年 (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・

－３２－



１月１日から平成 １月１日から平成

15年12月31日まで 12年12月31日まで

の間に、・・・・ の間に、・・・・

・・・ ・・・

(ｲ) ・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・

(ﾛ) ・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・・

(ﾊ) ・・・・・・ (ﾊ) ・・・・・・

(ﾆ) ・・・・・・ (ﾆ) ・・・・・・

(ﾎ) ・・・・・・ (ﾎ) ・・・・・・

・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※1 ・・・ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※1 ・・・

・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・ (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・

(ｲ) ・・・・・ ※2 ・・・ (ｲ) ・・・・・ ※2 ・・・

(ﾛ) ・・・・・ ・・・ (ﾛ) ・・・・・ ・・・

Ａ ・・・・・・ ※3 「店舗 Ａ ・・・・・・

Ｂ ・・・・・・ 型電話異 Ｂ ・・・・・・

Ｃ ・・・・・・ 性紹介営 Ｃ ・・・・・・

Ｄ 店舗型電話異 業｣とは､

性 紹 介 営 業 (※ 風俗営業

３)が同法第31条 等の規制

の13第１項((店 及び業務

舗型電話異性紹 の適正化

介営業の禁止区 等に関す

域等))の規定若 る法律第

しくは同項にお 31条の13

いて準用する同 第１項に

法第28条第２項 規定する

の規定に基づく 店舗型電

条例の規定の施 話異性紹

行若しくは適用 介営業を

の際同法31条の いい、風

13第１項におい 俗営業等

－３３－



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

て準用する同法 の規制及

第28条第１項の び業務の

規定若しくは当 適正化等

該条例の規定に に関する

適合しない場合 法律の一

の当該店舗型電 部を改正

話異性紹介営業 する法律

の営業所の用に （平成13

供されている建 年法律第

築物又は構築物 52号）附

Ｅ ・・・・・・ 則第２条 Ｄ ・・・・・・

(ﾊ) ・・・(※４)・ 第２項((店 (ﾊ) ・・・(※３)・

・・・・・・ 舗型電話 ・・・・・・

(ﾆ) ・・・・・・ 異性紹介 (ﾆ) ・・・・・・

(ﾎ) ・・・(※５)・ 営業等の (ﾎ) ・・・(※４)・

・・(※６)・・・ 届出に関 ・・(※５)・・・

(ﾍ) ・・・(※７)・ する経過 (ﾍ) ・・・(※６)・

・・(※８)・・・ 措置))の規 ・・(※７)・・・

定の適用

に係るも

のを含む｡

※4 ・・・ ※3 ・・・

・・・ ・・・

※5 ・・・ ※4 ・・・

・・・ ・・・

※6 ・・・ ※5 ・・・

・・・ ・・・

※7 ・・・ ※6 ・・・

－３４－



・・・ ・・・

※8 ・・・ ※7 ・・・

・・・ ・・・

(ｲ) 措置法34 （新設）

条の２

２項23号

措置法規

則17条の

２ １項

28号

(ﾛ)

土地等につきマ 当該土地等に係 マンシ ※ ｢やむを

ンション建替法第 る権利変換により ョン建 得ない事

２条第４号に規定 マンション建替法 替事業 情により

するマンション建 第75条の規定によ の施行 申出をし

替事業が施行され る補償金を当該個 者 たと認め

た場合において、 人がやむを得ない られる場

当該土地等に係る 事情により同法第 合」及び

同法の権利変換に 56条第１項の申出 「やむを

より同法第75条((補 をしたと認められ 得ない事

償金))の規定によ る場合における当 情があっ

る補償金（当該個 該申出に基づき支 たと認め

人（同条第一号に 払ったものである られる場

掲げる者に限る｡) 旨又は当該土地等 合｣とは､

がやむを得ない事 を同法第15条第１ 次に掲げ

情により同法第56 項若しくは第64条 る場合の

条第１項((権利変 第１項の請求によ いずれか

換を希望しない旨 り買い取ったもの に該当す

の申出等))の申出 である旨を証する る場合で､

をしたと認められ 書類 措置法34

る場合(※)におけ 次に掲げる場合 条の２第

る当該申出に基づ のいずれかに該当 ２項第23

き支払われるもの する旨及びその該 号のマン

に限る｡)を取得す 当することにつき ション建

るとき又は当該土 マンション建替事

マンシ

ョン建

替事業

の施行

者 替事業の

地等が同法第15条 業の施行者がその 施行者が

第１項((区分所有 該当することにつ その該当

権及び敷地利用権 きマンション建替 すること

の売渡し請求))若 法第37条第１項又 につきマ

しくは第64条第１ は第53条第１項の ンション

－３５－



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

証する書類

Ａ

Ｂ

項((権利変換計画 審査委員の過半数

に関する総会の議 の確認があった旨

決に賛成しなかっ を

た組合員に対する マンション建

売渡し請求等))の 替法第56条第１

請求（当該個人に 項の申出をした

やむを得ない事情 者又は同法第15

があったと認めら 条第１項若しく

れる場合(※)にさ は第64条第１項

れたものに限る｡) の請求をされた

により買い取られ 者(以下｢申出人

たとき。 等 ｣と いう ｡ )の

有する同法に規

定する施行マン

ションが都市計

画法第８条第１

項第１号から第

２号の二までの

地域地区による

用途の制限につ

き建築基準法第

３条第２項の規

定の適用を受け

るものである場

合

Ａの施行マン

ションにおいて

住居を有し若し

建替法第

37条第１

項又は第

53条第１

項の審査

委員の過

半数の確

認を得た

場合とす

る。

申出

人等の

有する

同法第

２条第

６号に

規定す

る施行

マンシ

ョンが

都市計

画法第

８条第

１項第

１号か

ら第２

号の２

までの

－３６－



くは事業を営む

申出人等又はそ

の者と住居及び

生計を一にして

いる者が老齢又

は身体上の障害

のためマンショ

ン建替法第２条

第７号に規定す

る施行再建マン

ションにおいて

生活すること又

は事業を営むこ

とが困難となる

場合

地域地

区によ

る用途

の制限

につき

建築基

準法第

３条第

２項の

規定の

適用を

受ける

もので

ある場

合

の

施行マ

ンショ

ンにお

いて住

居を有

し若し

くは事

業を営

む申出

人等又

はその

者と住

居及び

生計を

一にし

ている

者が老

－３７－



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

齢又は

身体上

の障害

のため

マンシ

ョン建

替法第

２条第

７号に

規定す

る施行

再建マ

ンショ

ンにお

いて生

活する

こと又

は事業

を営む

ことが

困難と

なる場

合

・・・・・・・ ・・・・・・・・ 措置法34 ※ ・・・ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ 措置法34 ※ ・・・

・・・・・ ・・・・・ 条の２ ・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 条の２ ・・・・

(ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ２項24号 ・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ ２項23号 ・・・

・・・・・・・・ 措置法規 ・・ ・・・・・・・・ 措置法規 ・・

－３８－



・・・ 則17条の ・・・ ・・・ 則17条の ・・・

(ﾛ) ・・・・・・・ ２ １項 ・・ (ﾛ) ・・・・・・・ ２ １項 ・・

Ａ 当該土地が措 ・・・ 29号 ・・・ Ａ 当該土地が措 ・・・ 28号 ・・・

置法令第22条の 置法令第22条の

８第33項各号に ８第31項各号に

掲げる鳥獣の生 掲げる鳥獣の生

息地で国又は地 息地で国又は地

方公共団体にお 方公共団体にお

いて・・・・ いて・・・・

Ｂ ・・・・・・ ・・・ Ｂ ・・・・・・ ・・・

・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ 措置法34

・・・・・ ・・・・・・・・ ・・ 条の２ ・・・・・ ・・・・・・・・ ・・ 条の２

・・・・・・・・ ２項25号 ・・・・・・・・ ２項24号

・・・ 措置法規 ・・・ 措置法規

(ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ 則17条の (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ 則17条の

・・・・・・・・ ２ １項 ・・・・・・・・ ２ １項

・・・・・・ 30号 ・・・・・・ 29号

・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ※ ・・・ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ※ ・・・

・・・・・ ・・・・・・・・ 条の２ ・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・・ 条の２ ・・・・

・・・・・・・・ ２項26号 ・・・ ・・・・・・・・ ２項25号 ・・・

・・・ 措置法規 ・・・ 措置法規

(ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ 則17条の (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ 則17条の

・・・・・・・・ ２ １項 ・・・・・・・・ ２ １項

・・・・・・ 31号 ・・・・・・ 30号

－３９－



改 正 後 改 正 前

別表５ 別表５

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

（廃止） ⑪ 沖縄振興開発特 (ｲ) 当該土地等の所 当該土 措置法34

別措置法第11条第 在地が工業等開発 地等の の３ ２

１項((工業等開発 地区として指定さ 所在地 項７号

地区の指定))の規 れた地区内である を管轄 措置法規

定により工業等開 旨証する書類 する市 則18条４

発地区として指定 (ﾛ) 工場用地等の用 町村長 項11号

された地区内の土 に供するために当 当該土

地等を工業用地等 該土地等を買い取 地等の

の用に供するため ったものである旨 買取り

譲渡した場合 を証する書類 をする

者

⑪ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ⑫ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34

の３ ２ の３ ２

項７号 項８号

措置法規 措置法規

則18条４ 則18条４

項11号 項12号

⑫ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ※ ・・・ ⑬ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ※ ・・・

の３ ２ ・、措置 の３ ２ ・、措置

項８号 法第34条 項９号 法第34条

措置法規 の３第２ 措置法規 の３第２

則18条４ 項第８号 則18条４ 項第９号

項12号 のあっせ 項13号 のあっせ

－４０－



んに係る んに係る

山林が、 山林が、

・・・・ ・・・・

⑬ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ⑭ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34

の３ ２ の３ ２

項９号 項10号

措置法規 措置法規

則18条４ 則18条４

項13号 項14号

⑭ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ 措置法34 ⑮ ・・・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・ ・・・ 措置法34

の３ ２ (ﾛ) ・・・・・・・ ・・・ の３ ２

項10号 Ａ ・・・・・・ 項11号

措置法規 Ｂ ・・・・・・ 措置法規

則18条４ 則18条４

項14号 項15号

－４１－


